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平成 27 年 9 月 17 日 

各 位 

会社名 スズキ株式会社 
代表者名 代表取締役 鈴木 修 
 （コード：7269 東証第 1 部） 
問合せ先 経営企画室 経営管理・ＩＲ・ＣＳＲ部長 
  小林 聖慈 
電話番号 (053) 440－2030 

    

自己株式立会外買付取引（自己株式立会外買付取引（自己株式立会外買付取引（自己株式立会外買付取引（ToSTNeTToSTNeTToSTNeTToSTNeT----3333）による自己株式の取得結果）による自己株式の取得結果）による自己株式の取得結果）による自己株式の取得結果及及及及び取得終了び取得終了び取得終了び取得終了    

並びに並びに並びに並びに主要株主である筆頭株主の異動主要株主である筆頭株主の異動主要株主である筆頭株主の異動主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせに関するお知らせに関するお知らせに関するお知らせ    

 

当社は、昨日（平成 27 年 9 月 16 日）お知らせした自己株式の取得について、下記のとお

り買付けを行いましたので、お知らせいたします。なお、今回の取得をもちまして、平成 26

年 12 月 9日の当社取締役会決議に基づく自己株式の取得は終了いたしました。 

また、上記自己株式取得の結果、当社の主要株主である筆頭株主に異動が生じることにな

りましたので、あわせてお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．自己株式の取得結果 

１．自己株式取得を行った理由 

平成 27年 8 月 30 日にお知らせしましたとおり、当社が申し立てた仲裁において、フォ

ルクスワーゲン AG が保有する当社株式を、当社又は当社が指定する第三者へ直ちに処分

することが命じられました。当社は本仲裁判断に従い、フォルクスワーゲン AG から、そ

の保有する当社株式を取得するために、自己株式の取得を行いました。 

 

２．取得の内容 

(1) 取得した株式の種類 当社普通株式 

(2) 取得した株式の総数 119,787,000 株 

(3) 取 得 価 額 460,281,547,500 円 

(4) 取 得 日 平成 27 年 9 月 17 日（約定ベース） 

(5) 取 得 方 法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）に

よる買付け 

 

（ご参考）自己株式の取得に関する決議内容（平成 26 年 12 月 9 日及び平成 27 年 9 月 16 日公表分） 

(1) 取得する株式の種類 当社普通株式 

(2) 取得し得る株式の総数 122,770,000 株（上限） 

(3) 株式の取得価額の総額 471,743,725,000 円 (上限) 

(4) 取 得 期 間 平成 26年 12月 10日～平成 27年 12月 8日 

(5) 取 得 方 法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）に

おける買付けの委託 
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Ⅱ．主要株主である筆頭株主の異動 

１．異動が生じた経緯 

当社は、本日実施いたしました自己株式取得に際して、当社の主要株主である筆頭株主

のフォルクスワーゲン AG より、その保有する当社株式を全部売却した旨の連絡を受けて

おります。 

これにより、当社の主要株主である筆頭株主の異動が発生することになりました。 

 

２．異動した株主の概要 

主要株主及び筆頭株主でなくなる者 

(1) 名 称 フォルクスワーゲン・アクチエンゲゼルシャフト 

(2) 所 在 地 ドイツ連邦共和国 ヴォルフスブルク 38440 ベルリーナ・リンク 2 

(3) 代表者の役職・氏名 取締役会会長マルティン・ヴィンターコルン 

(4) 事 業 内 容 自動車の製造販売 

(5) 資 本 金 1,218 百万ユーロ（2015 年 6月 30 日現在） 

 

３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の

数に対する割合 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合※ 
大株主順位 

異  動  前 

（平成 27年 8月 31 日現在） 

1,116,100 個 

（111,610,000 株） 
19.90％ 第 1 位 

異  動  後 
0 個 

（0 株） 
0.00％ － 

※ 異動前及び異動後の総株主の議決権の数に対する割合は、下記を基準に計算しています。 

平成 27 年 8 月 31 日現在の発行済株式総数 561,047,304 株 

議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数  

異動前 242,504 株 

異動後 120,029,504 株 

 

４．今後の見通し 

現時点で当社の当期（平成 28 年 3 月期）の連結業績予想を修正する必要を見込んでお

りませんが、今後開示すべき事項が発生した場合には、速やかに開示いたします。 

 

以 上 


